
1.1　講習会の概要
　JWセンターでは、平成4年度より、廃棄物処理法に
基づく「産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物処理業の許
可申請に関する講習会（新規、更新）」（以下「新規、更新
講習会」という）及び「特別管理産業廃棄物管理責任者
に関する講習会」（以下「特管責任者講習会」という）を
実施しています。また、平成16年度から「PCB廃棄物
の収集運搬業作業従事者講習会」、平成18年度から（公
社）日本医師会との共催により、「医療関係機関等を対
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象にした特別管理産業廃棄物管理責任者講習会」（以下
「医療特責講習会」という）を実施しています。
　平成26年度からは、「廃棄物の広域認定制度の認定を
受けようとする方」と「使用済小型電子機器等の再資源
化事業計画の認定を受けようとする方（委託先事業者含
む）」についても、新規講習会の受講対象者に追加され
ました。
　講習会の実施内容は、表1のとおりです。

表1　講習会実施内容

講習課程名※1 受講対象者※2 関係条文
（廃棄物処理法施行規則） 講習科目 講習時間 修了試験

の有無

処
　
　
理
　
　
業
　
　
者
　
　
対
　
　
象

⑴
新
規
講
習
会

①産収課程 産業廃棄物収集・運搬業の許可を新
たに受けようとする方 規則第10号第2号イ 6 12.5

（2日） 有

②産処課程 産業廃棄物処分業の許可を新たに受
けようとする方

規則第10条の5第1号ロ（1）第
2号ロ（1） 9 19.5

（3日） 有

③特収課程 特別管理産業廃棄物収集・運搬業の
許可を新たに受けようとする方

規則第10条第2号イ
規則第10条の13第2号イ 7 17.5

（3日） 有

④特処課程 特別管理産業廃棄物処分業の許可を
新たに受けようとする方

規則第10条の5
第1号ロ（1）第2号ロ（1）
規則第10条の17
第1号ロ（1）第2号ロ（1）

10 25
（4日） 有

⑵
更
新
講
習
会

①産収課程
産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物
収集・運搬業の許可の更新を受けよ
うとする方

規則第10条第2号イ 3 5.5
（1日） 有

②産処課程
産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物
処分業の許可の更新を受けようとす
る方

規則第10条の5
第1号ロ（1）第2号ロ（1） 5 9.5

（2日） 有

⑶特管責任者講習会
医療特責講習会

（排出事業者対象）

特別管理産業廃棄物管理責任者の資
格者ならびに必要な知識と技能を習
得しようとする方

規則第8条の17
第1号　　第2号

3
（医特:4）

6.5
（1日） 有

⑷PCB廃棄物の収集
　運搬作業従事者講習会

PCB廃棄物の収集運搬に直接従事
する方 規則第10条の13第2号 4 6

（1日） 有

※1　講習会課程名の正式な名称は以下のとおりです。
　（1）「新規講習会」：産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会（新規）
　　①「産収課程」：産業廃棄物の収集・運搬
　　②「産処課程」：産業廃棄物の処分課程
　　③「特収課程」：特別管理産業廃棄物の収集・運搬課程
　　④「特処課程」：特別管理産業廃棄物の処分課程
　（2）「更新講習会」：産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会（更新）
　　①「産収課程」：産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の収集・運搬課程
　　②「産処課程」：産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の処分課程
　（3）「特管責任者講習会」：特別管理産業廃棄物管理責任者に関する講習会
　　　「医療特責講習会」：医療関係機関等を対象にした特別管理産業廃棄物管理責任者に関する講習会
※2　新規講習会は、平成26年度より主務大臣による次の認定を受けようとする方も対象になります。
　　①廃棄物の広域認定制度の認定を受けようとする方
　　②使用済小型電子機器等の再資源化事業計画の認定を受けようとする方（委託先事業者含む）

図2　講習会テキストのイメージ

1.4　その他
1）インターネット申込み導入の拡充
　受講申込者の利便性の向上を図る観点から、平成22
年度には「PCB廃棄物の収集運搬業作業従事者講習会」、
平成24年度には「医療特責講習会」で、インターネット
による受講申込を導入してきました。平成25年度に「新
規、更新講習会」及び「特管責任者講習会」でも、イン
ターネットによる受講申込の準備が整いました。そこ
で、平成26年度に開催する講習会でインターネット申
込みをご利用いただける講習会をホームページに掲載
しています。
　インターネット申込をした受講者は、支払をこれま
での銀行振込みに加え、コンビニ・クレジットカード・
ATMといった複数の決済方法から選択できます。さら
に、受講者の「マイページ」で試験結果が確認できます。
2）講習会テキストの作成
　講習会テキストの作成は、
　①�学習の重点箇所が重要度に応じて分かりやすくする
　②従来の講習会テキストのレベル（質）を確保する
　③�新たに教示すべき事項と充実させるべき事項を見

直す
　を方針とし、体裁は、重点箇所の強調や分かりやす
さの観点から、2色刷りとしています（図2）。
　また、行政機関・学識経験者等で構成する委員会を
毎年開催し、法令の動向や最新の統計データ等を踏ま
え、内容を見直しています。

1.2　講習会の受講状況
　平成20年度～平成25年度までの講習会受講者数の推
移をみると、受講者数の全数では、減少傾向にあります。
　更新講習会の受講者数は、平成5年度来の5年ごとの
更新時期を迎えるため増加し、平成25年度に過去最高
の19,000人を超える受講者数がありました。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25

受
講
者
数

年度

（単位：人）

新規 更新 特責

図1　受講者数の推移

1.3　平成26年度の開催計画
　平成26年度の開催計画は表2のとおりです。

表2　平成25年度実績と平成26年度の開催計画

講習課程名
平成25年度実績 平成26年度（計画）
開催数 受講者数 開催数 受講者数

新
規
講
習
会

産収課程 101 10,835 99 10,000
産処課程 18 1,577 17 1,200
特収課程 18 1,144 17 1,000
特処課程 5 306 5 300

更
新
講
習
会

産収課程 134 16,878 130 15,900

産処課程 26 2,480 26 2,200

特
責
講
習
会

特管責任者
講習会 124 16,019 122 15,600

医療特責
講習会 8 600 7 600

PCB廃棄物の収集運
搬作業従事者講習会 7 675 6 500

合　　　計 441 50,514 429 47,300

2 廃棄物
2-1　廃棄物とは
法では「廃棄物」とは、ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、動物

の死体その他の汚物又は不要物であって、固形状又は液状のもの（放射性物質及びこれによって汚染
された物を除く）と定義している（法第 2条第 1項）。
法の定義から廃棄物とは、占有者が自分で利用したり他人に有償で売却することができないために

不要となった固形状又は液状のもの（放射性物質及びこれによって汚染された物を除く）をいい、工
場や自動車から排出される排ガス等の気体状のものは廃棄物に該当しない。
ただし、「平成23年 3 月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放

出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」により、事故由来放射性物質に
よって汚染された物のうち、汚染のレベルが低い廃棄物については廃棄物処理法の対象となる（資料
集Ｐ264「Ⅶ -15　放射性物質汚染対処特措法」参照）。
なお、港湾、河川等のしゅんせつに伴って生ずる土砂、漁業活動に伴って漁網にかかった水産動植

物等であって当該漁業活動を行った現場付近において排出したもの、土砂及び専ら土地造成の目的と
なる土砂に準ずるものは、固形状・液状であっても廃棄物から除外されている。
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注１　廃棄物と有価物
法は廃棄物を対象としているため、有価物を保管・運搬・加工する場合には適用されない。そ

こで、不適正に廃棄物を保管・運搬・加工（処理）しているにもかかわらず、業者は、「私が扱っ
ている物は有価物である。したがってこの加工は廃棄物処理法に抵触するものではない。」など
として法規制を逃れようとする場合がある。このような言い逃れや巧妙に有償譲渡を装うなどに
より、本来廃棄物である物を有価物と称した不適正な処理を許さないために、国は「行政処分の
指針」の中で「廃棄物の該当性の判断について」という一項を設け解説している。
このように、法では、まず「物は廃棄物か、有価物か」の判断が重要なポイントとなる。

注２　廃棄物の該当性の判断について（「行政処分の指針について」より）
廃棄物とは、占有者が自ら利用し、又は他人に有償で譲渡することができないために不要となっ

たものをいい、これらに該当するか否かは、次に示すとおり、正当な商取引である条件、具体的
には、その物の性状、排出の状況、通常の取扱い形態、取引価値の有無及び占有者の意思等を総
合的に勘案して判断すべきものである。
①　物の性状

利用の用途に要求される品質を満足し、かつ飛散、流出、悪臭の発生等の生活環境保全上の
支障が発生するおそれのないものであること。
②　排出の状況

排出が需要に沿った計画的なものであり、排出前や排出時に適切な保管や品質管理がなされ
ていること。
③　通常の取扱い形態

製品としての市場が形成されており、廃棄物として処理されている事例が通常は認められな
いこと。
④　取引価値の有無

占有者と取引の相手方の間で有償譲渡がなされており、なおかつ客観的に見て当該取引に経
済的合理性があること。
実際の判断に当たっては、名目を問わず処理料金に相当する金品の受領がないこと、当該譲

渡価格が競合する製品や運送費等の諸経費を勘案しても双方にとって営利活動として合理的な
額であること、当該有償譲渡の相手方以外の者に対する有償譲渡の実績があること等の確認が
必要であること。
⑤　占有者の意思

客観的要素から社会通念上合理的に認定し得る占有者の意思として、適切に利用し若しくは
他人に有償譲渡する意思が認められること、又は放置若しくは処分の意思が認められないこと。
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　委託した廃棄物が不適正処理されるケースや法令違
反の事実発覚などから、企業経営に悪影響が及ぶ懸念
も指摘されています。このため、企業経営全体において、
自らの産業廃棄物の管理業務（マネジメント）を確立す
るため、産業廃棄物処理に関する法的規制や適正処理
に関する知識を習得するための、「産業廃棄物マネジメ
ント研修会」として「基礎コース」及び「管理コース」を
平成24年度より開始しています。
1）基礎コース
　本コースは、実務担当者・新任担当者等を対象に、
廃棄物処理法をはじめ、委託契約やマニフェスト運用
等の産業廃棄物の適正管理の基礎知識と実務のポイン
トを学び、廃棄物管理に役立てることを目的としてい
ます。平成25年度に4回開催し、208名の受講があり
ました。平成26年度の開催日程は、p30「センターだ
より」をご参照ください。
2）管理コース
　本コースは、管理・監督責任者等を対象に、産業廃
棄物管理の適法性の確保をねらいに、行政職員による
事例を交えた行政処分・罰則の解説やコンプライアン
スの確保とリスク管理の習得を目的としています。平
成25年度には3回開催し、171名の受講がありました。
平成26年度の開催日程は、p30「センターだより」をご
参照ください。

1）開催の主旨
　「平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地
震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性
物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」
（以下「特措法」という）が、平成24年1月1日に施行さ
れ、特措法上の「特定一般廃棄物」及び「特定産業廃棄物」
（いずれも8,000Bq/kg以下）は、廃棄物処理法の処理
基準に加え、特措法に基づく処理基準に従う必要があ
り、また、その他の放射性物質による汚染の程度の低

2.1　�排出企業を対象にした産業廃棄物マネジメ
ント研修会（基礎コース、管理コース）

2.2　�放射性物質汚染廃棄物の処理に関する
　　　　講習会

い8,000Bq/kg以下の廃棄物は、廃棄物処理法の処理
基準に基づいて、処理されることとなりました。
　これらの処理の多くが廃棄物処理業者へ委託される
と予想しますが、処理業者にとって、このような廃棄
物の処理は未経験であり、放射性物質の環境への拡散
抑制や処理作業に当たる従業員の被曝防止に関する知
識は十分とはいえません。
　このため、処理業者を主な対象として、放射性物質
汚染廃棄物の適正処理、放射性物質とその人体や環境
への影響に関する基礎知識、放射性物質汚染廃棄物の
処理に関する安全管理、事故時の処置等の幅広い知識
の習得を目的として平成24年度から実施しています。
平成25年度は2回開催し、148名の受講がありました。
2）講習内容
　①放射性物質及び除染に関する基礎知識
　②放射性物質汚染対処特措法及び関係法令について
　③�放射性物質汚染廃棄物の処理作業に関する安全管

理について
3）受講対象者
　以下の廃棄物を取り扱う処理業者及び処理を委託す
る排出事業者等
　①�放射性物質汚染対処特措法に基づく「特定一般廃棄

物」又は「特定産業廃棄物」
　②�上記以外の8,000Bq/kg以下の放射性物質汚染廃

棄物
4）開催計画
　平成26年度は2回開催する予定です。

2.3　個別研修（出張研修）
　産業廃棄物の適正処理に関する社内教育等、企業・
団体のニーズに応じた個別の研修を実施しています。
平成25年度には、5つの企業・団体等に、テキストの
作成及びJWセンターの講師を派遣し、約200名に研修
をしました。
　今後も、前述した基礎コースの内容に基づいて、個
別研修を積極的に実施します。是非、お気軽にご相談
ください。なお、p30「センターだより」にも内容を記
載していますので、ご参照ください。
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